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所定内給与は、男性で減少しましたが、女性で増加しています。産業別では、金融・保険業で高く、パート等が多い飲食店,宿泊業で低くなっ
ており、事業所規模によっても違いがみられます。正社員の賃金をみると、男性では年齢とともに50歳代まで大きく増加していますが、女性では
緩やかな増加にとどまっています。一方、非正社員の賃金は、男女ともに年齢に関わらず低い水準となっています。労働分配率は近年低下傾
向ですが、2007年度はわずかながら上昇に転じました。労働時間については、運輸業や情報通信業で残業時間が長く、また男性の20～ 30
歳代で長時間労働が顕著になっています。

東京の若年者の求人倍率は２年連続で低下となりました。世界的な景気の悪化による企業の業績不振などの影響で採用を見合わせる企業が
多くなり、全国の新卒者の内定率は急落しました。改善傾向にあった失業率も急速に悪化へと転じました。新規学校卒業者は就職後１年目に
離職する割合が高く、大学生より高校生の離職率が高い傾向となっています。近年は大学生、高校生ともに１年目の離職率は緩やかな低下傾
向にあります。全国のフリーター数は徐々に減少していましたが、2009年は増加に転じました。一方で、若年無業者数は横ばい傾向が続いて
います。

35グラフィック　東京の産業と雇用就業 201034 グラフィック　東京の産業と雇用就業 2010

金融・保険業で高く、飲食店,宿泊業で低い賃金

注　　旧産業分類。事業所規模５人以上
資料　東京都「毎月勤労統計調査」

賃金の伸びに差がみられる正社員と非正社員
年齢別・男女別・雇用形態別所定内給与（全国、2009年）

資料　厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

3

運輸業や情報通信業で長い所定外労働時間
産業別・事業所規模別月間総実労働時間（2009年)

注　　旧産業分類。事業所規模５人以上
資料　東京都「毎月勤労統計調査」

5

低下に歯止めがかかった労働分配率
項目別都民所得、労働分配率

注　　労働分配率＝都民雇用者報酬／（企業所得＋財産所得＋都民雇用者報酬）
資料　東京都「都民経済計算」

4

男性の20～30歳代で顕著な長時間労働
年齢別・男女別総実労働時間（2009年）

注　　１か月あたりの所定内労働時間と超過労働時間の合計
資料　厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

6

産業別・事業所規模別月間現金給与総額（2009年)

2男性で減少し、女性で増加した所定内給与

資料　厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

男女別所定内給与額

1 急落した新卒の内定率

注　　各年３月卒業予定者
資料　厚生労働省「高校・中学新卒者の就職内定状況等について」、
　　　「大学等卒業予定者の就職内定状況調査について」

悪化した若年者の失業率
年齢別完全失業率

資料　東京都「労働力調査」

3

増加に転じたフリーター数
年齢別フリーター数（全国）

資料　総務省「労働力調査」

5

１年目に高い若年者の離職率
新規学卒就職者の在職期間別離職率（全国）

資料　厚生労働省「新規学校卒業就職者の就職離職状況調査」

4

25～34歳層で多い若年無業者数
年齢別若年無業者数（全国）

注　　15～34歳の非労働力人口のうち家事も通学もしていない者
資料　総務省「労働力調査」

6

大学卒業予定者・高校新卒者の内定率・就職率（全国）

2低下が著しい若年者の有効求人倍率

注　　各年10月現在
資料　東京労働局「職業安定業務年報」

年齢別有効求人倍率

1

業種・規模等で異なる賃金・労働時間
東京の雇用就業 ― 賃金、労働時間

不安定さを増す若年者雇用
東京の雇用就業 ― 若年者
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55歳以上の就業者は2009年にわずかに減少したものの、全就業者の４分の１となっています。欧米に比べ、65歳以上の労働力率は高く、
特に男性の３分の１以上が就業又は求職中です。就業希望の理由は、男性の64歳までは経済的理由が半数を占めますが、65歳以上では、
男女とも健康維持がトップになっています。産業により高年齢有業者の割合に差があり、農林漁業や不動産業では半数以上を占めています。
また、雇用形態は、男性では60歳以上で正規職員の割合が低下しています。多くの企業で雇用確保措置がとられていますが、希望者全員
が65歳以上まで働けるのは３分の１です。

就業者の４割を占める女性は事務職を中心に働いています。就業する女性が最も多いのは卸売業 , 小売業ですが、女性比率が７割強と特に
高いのは医療 , 福祉です。日本の女性労働力率は、諸外国に比べて30代で一旦落ち込む特徴があり、40代以降では、就業形態の中心
が正社員から非正社員へシフトしています。都道府県別では、女性有業率が高いほど出生率が高い相関がみられますが、東京の女性有業率
は全国平均より高いものの、出生率は極めて低くなっています。企業の多くが何らかの形で仕事と家庭の両立支援を制度化していますが、男
性の利用はあまり進んでいないのが実状です。
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国際的に高水準にある高年齢者の労働力率

資料　（独）労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較」
　　　東京都「労働力調査」

65歳以上では経済的理由以外も多くなる
　　　　　　　　　 高年齢者の就業希望理由
男女別・年齢別・就業希望理由別就業希望者数構成比(2007年）

資料　 総務省「就業構造基本調査」

3

60歳以上で正規から非正規へシフトする
　　　　　　　　　　　　　　　 男性就業者
男女別・年齢別・雇用形態別雇用者数構成比(2007年）

注　　会社などの役員を除く。
資料　総務省「就業構造基本調査」

5

有業者の過半数が高年齢者の
　　　　　　　　　　　　農林漁業、不動産業

産業別55歳以上有業者数(2007年）

注　　旧産業分類
資料　総務省「就業構造基本調査」

4

希望者全員が65歳以上まで
　　　　　　　　　　　働ける企業は３分の1

雇用確保措置の実施状況(2009年）

注　　常時使用する労働者が31人以上規模の企業
資料　東京労働局資料

6

国・地域別65歳以上労働力率(2007年）

2増加する55歳以上の就業者

資料　 東京都「労働力調査」

男女別55歳以上就業者数

1 医療,福祉で働く人の７割強が女性

資料　東京都「労働力調査」

30歳代で落ち込む日本の女性労働力率
国別・年齢別女性労働力率（2008年）

注　　アメリカの最低年齢層については、16～19歳
資料　ILO「LABORSTA Internet（労働統計データベース）」

3

出生率と女性有業率にみられる相関
都道府県別合計特殊出生率と女性（生産年齢人口）

有業率の相関図（2007年）

資料　総務省「就業構造基本調査」、厚生労働省「人口動態特殊報告」

5

正社員が多い若年層、パートが多い中高年層
年齢別･就業形態別女性有業者数（2007年）

資料　総務省「就業構造基本調査」

4

低い男性の育児支援制度利用率
事業所における育児支援関連制度導入率、男女別利用率

(2008年）

注　　利用率は、各制度がある事業所のみ、直近１年間を集計
資料　東京都「男女雇用平等参画状況調査」

6

産業別女性就業者数、女性比率（2009年）

2事務職、専門技術職が大きく増加した
　　　　　　　　　　　　　　　女性就業者

資料　総務省「就業構造基本調査」
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55歳以上の就業者は2009年にわずかに減少したものの、全就業者の４分の１となっています。欧米に比べ、65歳以上の労働力率は高く、
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は全国平均より高いものの、出生率は極めて低くなっています。企業の多くが何らかの形で仕事と家庭の両立支援を制度化していますが、男
性の利用はあまり進んでいないのが実状です。
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65歳以上では経済的理由以外も多くなる
　　　　　　　　　 高年齢者の就業希望理由
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民間企業の障害者雇用者数は増加しており、その３割が製造業で雇用されています。東京の障害者実雇用率は上昇していますが全国を下回っ
ています。実雇用率を業種別にみると電気・ガス・熱供給・水道業が1.93％と最も高くなっていますが、多くの業種では法定雇用率は達成さ
れていません。企業規模別では常用労働者数300人以上の企業で実雇用率が上昇し、規模が大きいほど高くなっています。就業形態でみる
と一般就労の割合が上昇しており、作業所などの福祉的就労にとどまることなく障害者の就業機会が広がっています。

労働組合数は減少の一途をたどる一方、組合員数は2005年を底に増加しています。労働組合組織推定率もわずかに上昇しており、全国を
上回っています。非正社員の増加とあいまってパートタイム労働者による労働組合への加入が進んでいます。労働組合が関与する労働争議は
2002年以降横ばいが続いていますが、民事上の個別労働紛争解決制度の相談件数は増え続けています。労働相談もここ3年間は年間
55,000件という高い水準で推移しており、相談項目では解雇が第１位で、近年は職場の嫌がらせやセクハラなどの人間関係に関する相談が増
加しています。

39グラフィック　東京の産業と雇用就業 201038 グラフィック　東京の産業と雇用就業 2010

３割を占める製造業による雇用

注　　６月１日現在の値
資料　東京労働局資料

全国を下回るものの上昇する実雇用率
民間企業の障害者実雇用率

注      各年６月１日現在の値
資料　東京労働局、厚生労働省資料

3

企業規模が大きいほど高い実雇用率
企業規模（常用労働者数）別障害者実雇用率

注　　各年６月１日現在の値
資料　東京労働局資料

5

法定雇用率に達していない多くの業種
産業別障害者実雇用率（2009年）

注　　６月１日現在の値
資料　東京労働局資料

4

一般就労に移行する障害者の働き方
障害部位別・就業形態別就業者割合

注　　複数回答、主な項目のみ掲載
　　　一般就労とは、正規の職員・従業員、会社等の役員、パート・アルバイト・日雇等
資料　東京都「東京都福祉保健基礎調査報告書」

6

産業別雇用障害者数構成比（2009年）

2着実に進展する障害者雇用

注　　法律上、重度身体障害者及び重度知的障害者は１人を２人に、
　　　精神障害者である短時間労働者は１人を0.5人に相当するものとして算定。
　　　常用労働者数56人以上の民間企業が対象。
　　　各年６月１日現在の値。
資料　東京労働局資料

民間企業の障害部位別雇用者数

1 全国を上回る推定組織率
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　　　各年６月30日現在の値　　　
資料　東京都「労働組合基礎調査」
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3

高い水準にある労働相談件数
労働相談件数

資料　東京都「労働相談及びあっせんの概要」

5

増える個別紛争、横ばいが続く労働争議件数
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4
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　　　精神障害者である短時間労働者は１人を0.5人に相当するものとして算定。
　　　常用労働者数56人以上の民間企業が対象。
　　　各年６月１日現在の値。
資料　東京労働局資料

民間企業の障害部位別雇用者数

1 全国を上回る推定組織率

注　　推定組織率＝労働組合員数／推定雇用者数×100％　　 
　　　各年６月30日現在の値　　　
資料　東京都「労働組合基礎調査」

進展するパート労働者の労組加入
パートタイム労働者の組合員数、組合員数比率
パートタイム組合員のいる労働組合数比率

注　　各年６月30日現在の値
資料　東京都産業労働局調べ

3

高い水準にある労働相談件数
労働相談件数

資料　東京都「労働相談及びあっせんの概要」

5

増える個別紛争、横ばいが続く労働争議件数
民事上の個別労働紛争相談件数

資料　東京労働局資料、東京都「東京レイバーリポート」

4

増加する人間関係の相談
項目別労働相談構成比

注　　2006年度から「職場の嫌がらせ」は「人間関係」で集計
資料　東京都「労働相談及びあっせんの概要」

6

労働組合推定組織率

2減少した組合数、増加傾向の組合員数

注　　各年６月30日現在の値で、単位労働組合が対象
資料　東京都「労働組合基礎調査」

労働組合数、組合員数
1

就業機会が広がる障害者
東京の雇用就業 ― 障害者

取り巻く環境とともに変容する労使関係
東京の雇用就業 ― 労使関係
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村山大島紬
むらやまおおしまつむぎ

東京手描友禅
とうきょうてがきゆうぜん

江戸刷毛
えどはけ

東京仏壇
とうきょうぶつだん

東京額縁
とうきょうがくぶち

江戸指物
えどさしもの

江戸簾
えどすだれ

江戸更紗
えどさらさ

東京本染ゆかた
とうきょうほんぞめゆかた

江戸和竿
えどわざお

多摩織
たまおり
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東京の伝統工芸品

東京の伝統工芸品ホームページ　http://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.jp/shoko/dentokogei/japanese/index.html

東京の伝統工芸品は、長い年月を経て、東京の風土と歴史の中で育まれ、時代を越えて受け継がれた
伝統的な技術・技法により作られています。現在、41品目が東京都伝統工芸品の指定を受けています。








